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WTO 体制とフード・セキュリティー

福田泰雄

はじめに

　戦後，資本主義は，1945 年設立の IMF，世界銀行（国際復興開発銀行），

および 1948 年発足の GATT をグローバル経済の制度的枠組として，そ

の再スタートを切る．ブレトンウッズ体制の成立である．このブレトンウ

ッズ体制を支える IMF，世界銀行は金融，開発の面から，また GATT は

貿易の面から，市場経済を拡大することがそれぞれの役割とされた．賢易

自由化の推進を目的とする GATT の下，第 7 回多角的貿易交渉・東京ラ

ウンド（1975-1979 年）において，それまでの関税，割り当て問題に加え，

非貿易障壁，さらにはリクエスト・オファー形式ではあれ，農業問題が交

渉議題に登る．そして，1986 年から 1994 年の 7 年半に及ぶ第 8 回多角的

貿易交渉（ウルグアイ・ラウンド）の結果，1994 年マラケシュ閣僚会議

での合意により WTO 協定が成立する．

　WTO 協定では，農業分野についても貿易自由化がグローバル・ルール，

原則として設定され，その原則実現の制度的担保として農業委員会が設置

される．WTO 協定により，農業が新たに自由化交渉の対象とされ，各国

政府は，国内，対外措置を問わず，規制緩和，政策介入の縮小・撤廃義務

を負うことになる．

　しかし，農業は，食料に関わる点で製造業とは根本的に異なり，また地

理的かつ自然的制約を受けるため，各国間で条件，事情が大きく異なる．

それゆえ，WTO 農業協定（AoA）においても，その前文で，自由化に向
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けた「改革計画の下における約束が，フード・セキュリティー，環境保護

の必要，その他の非貿易的関心事項に配慮しつつ…行われるべきことに留

意して，ここに，次のとおり協定する」と述べ，フード・セキュリティー

の重要性を留意事項としてではあれ認める．

　しかし，果して農業貿易の自由化は，環境問題を含めフード・セキュリ

ティーと両立しうるのか．WTO 協定成立後の展開は，農業貿易の自由化

が必ずしもフード・セキュリティーを実現するものではなく，逆にそれに

対するリスクを高めることを示す．WTO 体制は，農業をもグローバル競

争に取り込み，農業に効率至上主義を迫る．その効率至上主義と農業の持

続性とは両立しない．本稿の課題は，この WTO 体制がなぜ持続的農業

を否定するに至るのか，その論理を明らかにすることである．論証のポイ

ントは，多国籍企業としてのアグリビジネスの役割，および農業の工業化

（industrialization of agricalture）にある．アグリビジネスが独占的市場構

造を形成し，農業に対し支配的影響力を行使する下で，農業貿易の自由化

を押し進める WTO 体制が，果してフード・セキュリティーを実現する

のか否か，このことが問われているのである．

第 1 節　アグリビジネスと WTO 体制

　フード・セキュリティーの基本的条件は，（1）食料の安全性，（2）人々

の食料へのアクセス，（3）食料の再生産からなる．さらに，この第 3 条件

は，担い手・農業経営の維持，および農業の持続性，これら 2 つの再生産

条件からなる．この第 3 条件は，第 1，および第 2 条件成立の前提条件を

なすがゆえにフード・セキュリティーの要
かなめ

をなす．今日，アグリビジネス

は，農業経営，および農業の持続性，これらフード・セキュリティーの要

をなす食料再生産の 2 条件に対し，支配的影響力を及ぼす．それゆえ，本

節では，その具体的影響力の分析に先立ち，その前提として，フード・シ

ステムにおけるアグリビジネスの権力基盤とは何かを明らかにする．支配
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的影響力の行使は，権力的基盤を前提とし，また権力行使の内容は，その

権力の根拠によって規定されるからである．

　アグリビジネスは，今日，農業部門を除き，フード・システムの各分野

において高い市場集中を実現し，独占的市場構造を形成する．この市場集

中がアグリビジネスの権力の基本的基盤をなす．今日のフード・システム

は，農業生産部門を間にはさむ形で，生産に必要な機械，肥料，農薬，医

薬品（抗生物質等），種子といったインプットを供給する川上部門，およ

び生産物と消費をつなぐ加工，物流，販売に関わる川下部門の 3 部門によ

って成り立つ．アグリビジネスは，この川上，川下部門において集中を高

め，市場を支配するに至る．

　まず，川上部門に属する種子について見れば，商業用種子は，上位大手

10 社が市場の 64％（2006 年）を握る．2004 年の上位 10 社のシェアは 49

％であり，わずか 2 年の間にシェアを 15％ 高めたことになる．シェア・

トップのモンサント（米国）が 20％，以下デュポン（米国），シンジェン

タ（スイス），グループ・リマグレーヌ（フランス）が続き，これら上位

4 社で 49％ と市場の半分を占める（ETC Group, 2007）．モンサントは，

グローバル市場においてトウモロコシ種子の 41％，大豆種子の 25％，野

菜種子においても 64％ のシェアを持つ（ETC Group, 2005a）．近年，遺

伝子組み換え種子（GM 種子）が商業用種子市場の約 25％ を占めるまで

に拡大する（McDougall, 2005）．市場は，アメリカ 50％，アルゼンチン

20％，カナダ 6％，ブラジル 6％ と地理的に偏在するが，その GM 種子市

場においてモンサントは 88％ の圧倒的シェアを握る．品目別に見ると，

GM 大豆種子では 91％，GM トウモロコシ市場では 97％ とほぼモンサン

トが市場を独占する（ETC Group, 2005a）．

　農薬市場では，バイエル（ドイツ），シンジェンタ（スイス），BASF

（ドイツ），ダウ（米国），モンサント（米国），デュポン（米国）等上位

10 社がグローバル市場の 84％ を占める．また，家畜用医薬品では，ファ

イザー（米国），メリィアル（メルクとサノフィアベンティスとの合併企
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業），インターベット等 10 社がグローバル市場の 55％，上位 20 社では 75

％ のシェアを握る（ETC Group, 2005b）．さらに化学肥料でも，グロー

バル・シェアでトップのヤーラ（Hydro Agri），およびモザイック（カー

ギル 67％，ICM 33％）の 2 社がアメリカ市場の 50～60％ のシェアを握る

（Hendrickson and Heffernan, 2005）．最後に農業機械においても，ジョ

ン・デーリ（John Deere），ケース・インターナショナル／ニュー・ホラ

ンド，および AGCO の 3 社がグローバル市場大手を形成する（Hendrick­

son and Heffernan, 2002, p. 10）．

　川下部門においても，川上部門と同様，アグリビジネスによる市場集中

が進む．穀物取引部門では，カーギル，ADM 2 社で国際穀物取引市場の

約 80％ を占め（Goldsmith, 2003），カーギル，ADM にゼノアを加えた 3

社は，アメリカのトウモロコシ輸出の 80％ を担う（ActionAid Inter­

national, 2005, p. 13）．また，食品・飲料部門では，最大手ネッスル，続

く ADM，アルトリア・グループ，ペプシコ，ユニリーバ，タイソン・フ

ード，カーギル等上位 10 社が世界の食品・飲料市場の 24％ を占める

（ETC Group 2005b）（1）．ユニリーバを初めとする上位 3 社は紅茶市場の

85％ を占め，ネッスルは，パキスタンの UHT ミルク市場を独占，さら

にベルギーにおいても牛乳生産の 80％ を占める（ActionAid Inter­

national, 2005, p. 13）．

　畜産加工，酪農製品分野においてもすでに高い市場集中度を示す．アメ

リカでは，カーギル，ADM，コナグラ，タイソン，スミスフィールド・

フーズといった大手企業の上位 4 社が，肉牛屠畜 83.5％，豚屠畜 64％，

ブロイラー 56％，七面鳥 51％ と過半数を超えるシェアを握る（Hendrick­

son and Heffernan, 2005）．他方の酪農製品部門を見れば，最大手ネッス

ル，ディーン・フーズ，協同組合大手デイリー・ファーマーズ・オブ・ア

メリカ等上位 5 社が世界市場の 41％ のシェアを占める（Vorley, 2003, 

p. 57）．

　川下部門の最終ポイント，食品小売部門においても自由競争はすでに過
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去のものであり，大手食品小売資本は，国内市場での集中度を高め，また

それを足掛りに海外市場へ進出し，グローバル・スケールでの市場集中を

競う．ウォルマート，カルフール，メトロ・AG，テスコ，アホールド等

世界大手 10 社は，世界の食品小売市場の 24％，上位 30 社では 36％ を占

める（ETC Group, 2005b, p. 7）．メキシコでは，ウォルマートが食品小売

市場の 40％ を占める．食品小売市場での集中が進むヨーロッパでは，イ

ギリスの場合，アスダ／ウォルマート，セイフウェイ，セインズベリー，

テスコの大手 4 社の市場集中度は 75％ に達する（ActionAid Interna­

tional, 2005, p. 13）．フランスの場合，カルフール等の大手 4 社が 63％，

オランダの場合，アホールド等の大手 4 社が 66％，北欧デンマーク，ス

ウェーデン，ノルウェー，フィンランドの場合，上位 3 社が 78％～95％

と，いずれも高い市場集中度を示す（Heffernan et al., 2005, p. 12）

　このように，アグリビジネス大手は，アメリカを始めとする世界の主要

市場において農業をはさむ川上，川下部門にわたり，独占的市場構造を形

成し，市場を支配する．さらに，アグリビジネスは，この市場の水平的統

合に加え，垂直的統合を展開する．つまり，川上，川下部門内部，あるい

は両部門をまたぐ形で，食料供給プロセスの複数のポイントを参入・合

併・吸収，あるいは契約取引によって統合する．垂直的統合は，アメリカ

の場合，1960 年代のブロイラーに始まり，その後，各種加工用野菜，ジ

ャガイモ，1980 年代には鶏卵，七面鳥，そして 90 年代には養豚，肉牛飼

育へと広がる（Molnar et al., 1997, p. 5 ;  中野，1998，p. 38 ;  Heffernan and 

Hendrickson, 2002, pp. 5-6）．穀物取引大手カーギルにせよ，食品大手ネ

スレ，あるいは食品小売大手ウォルマートにせよ，垂直的統合の狙いは，

他のアグリビジネス大手に対する自らの競争力の強化，および農業生産者

に対する支配力強化にある．

　M&A や参入による垂直的統合の一例を挙げれば，コナグラは，アメリ

カ，カナダ，メキシコ，チリ，そしてイギリスにおいて，穀物用農薬，化

学肥料の市場シェアでトップを占め，川下の流通部門においても，穀物エ
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レベーター 100 基，はしけ 1,000 艘，鉄道貨車 2,000 台を保有する．さら

に，コナグラは，飼料製造を行う一方，ブロイラー飼育・加工（アメリカ

で第 2 位）に参入する（Heffernan, 1999 ;  Magdoff et al., 2000, Ch. 3）．近

年，食品小売大手による垂直的統合が進み，クルーガー，セイフウェイは，

酪農加工設備を自ら保有する．こうした食品小売大手の動きに対抗すべく，

食品大手，ネッスル，ユニリーバ，フィリップ・モリスは酪農加工に参入

する（Hendrickson et al., 2001）．

　他方の契約取引を用いた垂直的統合の典型が，食肉加工アグリビジネス

による，ブロイラー飼育農家の下請け化である．今日，アメリカではブロ

イラー生産の 90％ は契約生産で行われており，通常，農業者は，土地，

建物，設備，および労働を提供し，食肉加工企業が鶏，飼料，獣医サービ

スを提供する（Murphy, 2006, p. 15）．最大手のタイソン・フーズは，

7,000 の生産者と飼育契約を結ぶ（Vorley, 2003, p. 64）．アグリビジネスは，

契約取引において，生産スケジュール，鶏の目標体重，標準的な経営マニ

ュアルを指示する（Heffernan and Hendrickson, 2002, p. 5 ;  Cook, 2004, 

p. 133）．ヨーロッパにおいては，子牛肉産業における，契約取引を用いた

垂直的統合の広がりが指摘される（村田，1998, p. 164）．この場合には，

飼料生産企業と子牛肉解体処理企業が大手グループを形成し，子牛肥育農

家に子牛飼育を契約委託する．農家は，飼料と子牛の提供を受け，自らは

土地，建物，設備，および労働を提供する．

　垂直的統合で見逃せないのが大手食品スーパーによるサプライ・チェー

ンの展開である．大手食品スーパーは，国内，国外を問わず，加工食品納

入業者，農業生産者に対し，規格，納入単価，配送の仕方に至る細かな指

示を与える（Hendrickson et al., 2001, p. 5 ;  Heffernan and Hendrickson, 

2005, p. 8）．まさに農業分野へのトヨタ・カンバン方式の導入である．

　アグリビジネスによる垂直的統合は，川上，川下部門における独占的市

場構造，つまり市場支配を強化するものである．アグリビジネスは，これ

に加えて，アグリビジネス相互の間で公式，非公式の協調，提携関係を形
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成し，水平的統合，垂直的統合に基づく市場支配のさらなる強化を計る．

クラスター形成と呼ばれる，大手アグリビジネス相互の戦略的協調関係の

形成である．この関係は，合併，ジョイント・ベンチャー，パートナーシ

ップ，長期的合意，あるいは競争回避合意等，様々な形態をとる（Hef­

fernan and Hendrickson, 2002, p. 13）．すでに明らかにされているものと

して，カーギルとモンサント，コナグラとデュポン，シンジェンタ（ノバ

ルティスとアストラゼネカのジョイント・ベンチャー）と ADM は，そ

れぞれジョイントによる企業設立を含む戦略的協調関係を形成する．モン

サント，デュポン，シンジェンタは，世界の 3 大種子企業であり，かつ農

薬生産大手である．これら川上部門の企業は，川下部門の加工・流通大手

であるカーギル，コナグラ，ADM との提携によって自らの製品販路を確

保し，他方後者は，川上部門大手との連携により，農業生産者・原材料へ

のアクセスを広げる（Heffernan, 1999, pp. 4-11 ;  King, 2001, pp. 8-9 ;  Hef­

fernan and Hendrickson, 2002, pp. 13-14 ;  UNCTAD, 2006, p. 35）．

　当然のことながら独占的市場構造形成の程度，形態，あるいはそのプロ

セスは各国間で一様ではない．グローバル・アグリビジネスのメッカ，ア

メリカにおいては，水平的統合，垂直的統合に加え，アグリビジネスはク

ラスターを形成する．そのアメリカにおいては，1990 年代フードシステ

ムの経済構造は，分権的システムから中央集権的システムへの質的転換を

遂げると指摘される（Heffernan and Hendrickson, 2002, pp. 4-5 ;  Cook, 

2004, p. 132）．アグリビジネスがイニシアティブを握る強固な独占的市場

構造の形成である．

　この市場集中は，中央集権的フード・システムとして具体化するアグリ

ビジネスの市場支配力の第 1 の基盤をなす．第 2 の基盤は，WTO 協定，

およびそれに順じた各国の農業貿易・政策，つまりこのグローバル・ルー

ルと政策からなる「制度」にある．アグリビジネスの市場支配力は，この

制度によって実現，発揮され，また補強される．シェア集中，およびこの

制度としての WTO 体制により，アグリビジネスはそのグローバル支配
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の基盤を整えるに至る．

　アグリビジネスによるフード・システム管理を支え，またそのグローバ

ル展開を可能とするルール，制度措置の第 1 は，WTO 農業協定（AoA）

である．WTO 農業協定は，農産物を貿易自由化の対象外とした 1947 年

GATT を大幅に修正するものである．

　農業協定成立の背景として次の 3 点が指摘される．1 つは，EU の共通

農業政策（CAP）による EU 農業の輸出余力，輸出競争力の上昇，他方

それに対するアメリカ農業の輸出競争力の相対的低下である．EU では，

1980 年代に穀物，牛乳，食肉等主要農産物の自給率が 100％ を超え，補

助金に支えられた余剰農産物輸出がアメリカの輸出市場を圧迫し，また互

いの補助金競争により，双方にとって財政が圧迫される状況が生まれてい

た．2 つは，オーストラリア，ニュージーランド，カナダ，ブラジル，ア

ルゼンチンを中心とするケアンズグループが，自国の輸出競争力を背景に

EU，アメリカに対し，補助金削減，農産物貿易の自由化を要求し始めた

ことである（Weis, 2007, p. 113）．3 つは，経済発展の著しいアジア市場を

始めとする途上国市場をビジネス・チャンスとして取り込もうとするアグ

リビジネス戦略の存在である（鷲見，1996，276-277 頁;  Rosset, 2006, 

pp. 81-88）．こうした 3 つの思惑が交錯するなか，主導権を握ったのはア

グリビジネスである．カーギル元副社長アムスタッツ（Amstutz）は，ア

メリカ通商代表部（USTR）ガット農業交渉主席担当官（1987-1989 年）

として AoA 原案を起草する（Kneen, 2002, p. 34 ;  Gray, 2005 ;  Murphy, 

2006, p. 30）．

　こうして成立したウルグアイ・ラウンド農業協定（AoA）は，第 1 に，

農業貿易の自由化をグローバル・ルールとし，各国にその実現を義務付け

る．具体的には，関税・輸入割り当て，国内補助金，輸出補助金，これら

3 分野にわたる規制緩和，政府介入の縮小が義務付けられる．

　関税・輸入割り当て，いわゆる「市場アクセス」については，輸入割り

当て等の非関税措置の関税化，関税の引下げ（先進国は 7 年で 36％，途
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上国は 10 年で 24％），ミニマム・アクセス（6 年目を目標に国内消費の 5

％ の輸入）が義務付けられた．関税化の例外となる「特定産品」（desig­

nated products）については，6 年間の関税化猶予を与えられるが，8％の

ミニマム・アクセスを 6 年目までに達成する義務を負う．

　「国内補助金」については，まず補助金の目的によって，補助金は「緑

の箱」（研究，防疫，インフラ整備，食料安全保障，国内食料援助，生産

には直接結びつかない生産者助成・デカップリング等），「青の箱」（生産

調整計画に関わる補助金），および「黄の箱」（アメリカのローン不足払い

制度，EU の価格支持制度等）の 3 つのカテゴリーに区分される．その上

で「黄の箱」については，2000 年までに 20％（途上国は 2005 年までに

13.3％）の削減が義務付けられた．最後の「輸出補助金」については，

2000 年まで輸出補助金の 36％（途上国は 24％），および輸出補助金対象

品目数の 21％（途上国 14％）削減が義務付けられた（鷲見，1996 年 ;  

THREAD, 2005）．

　なお，ウルグアイ・ラウンド合意による以上 3 分野にわたる規制緩和，

補助金削減の数値義務は，あくまで経過措置であり（AoA 第 20 条），そ

の後のラウンド交渉を踏まえ各国はさらなる自由化義務を負うことになる．

　この農業貿易の自由化原則は，アグリビジネスがかねてから主張するも

のであった．1995 年までの 18 年間，カーギルの社長，議長を努めた W・

マクミラン（W. MacMillan）は，貧困問題解決を理由に農業の商業化，

自由化を主張し，北米貿易自由協定（NAFTA）の議会審議に際しては，

その成立に向け従業員を議会ロビー活動に動員する（Kneen, 2002, p. 10, 

pp. 31-32）．WTO 協定成立後も，1999 年のシアトルでの WTO 第 3 回大

臣会議開催を前に，カーギル副社長 R. ジョンソン（R. Johnson）は，さ

らなる自由化を訴える（Murphy, 2002, p. 10）．WTO 農業協定は，こうし

たアグリビジネスの主張を実現したものである．WTO 農業協定により，

アグリビジネスは，グローバル・ビジネスにおけるフレキシビィリティを

獲得する．



WTO 体制とフード・セキュリティー　　131

　しかし，第 2 に，WTO 農業協定は各国に対し，平等に自由化義務を負

わせるものではない．ここで指摘するのは，先進国と途上国の間のルール

上の不平等問題である．農業協定は，アメリカ，EU 等先進国に対しては，

自由化原則からの逸脱を可能とするループ・ホールを用意する．その典型

が「緑の箱」，「青の箱」である．EU，アメリカは，それまでのローン不

足払い制度，支持価格制度，あるいは輸出補助金に代え，削減義務を負わ

ない「緑の箱」，例えば，農家に対する直接払い（デカップリング）を用

いて，相変らず余剰農産物のダンピング輸出を続けることが可能となる．

2001 年に開始されたドーハ・ラウンド交渉において，アメリカは，2002

年に導入した「価格変動対応型支払い（counter cyclical payments）」の

「黄」から「青」へのカテゴリー変更，他方 EU は，生産調整計画に関連

する補助金（青の箱）の「農村インフラ維持のための支払い」（緑の箱）

への移し替えを企てる（Napoletano, 2005 ;  Lilliston, 2005）（2）．今一つのル

ールの不平等は，アメリカの低開発国（LDCs），食料純輸入途上国

（NFIDCs）に対する輸出信用補助，食料援助，これら事実上の輸出補助

金の削減対象からの除外である．

　こうした先進国に対するループ・ホールは，アメリカと EU，それぞれ

の国家の食料戦略がぶつかり合うなかで，双方の妥協として農業協定に組

み込まれたものである．しかし，このループ・ホールは，アグリビジネス

にとってはプラスをなす．補助金の多くは，農家に残ることなく，アグリ

ビジネスの収入，あるいはアグリビジネスに対する輸出補助金に帰着する

からである（Kneen, 2002, p. 36 ;  Murphy, 2002, p. 34 ;  Cook, 2004, p. 230）．

確かに，ドーハ・ラウンドにおいては，多国籍企業グループは，農業に対

する国内助成，輸出補助金の撤廃を要求する（Curtis, 2005, p. 10, p. 39）．

しかし，この要求は，製造業，金融等の非アグリビジネス資本のサイドか

らのものであり，農業交渉の停滞が，非農産物についての市場アクセス交

渉（NAMA），サービス自由化交渉（GATS）に影響することを恐れての

ことである．
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　農業協定に関する第 3 論点は，条件の異なる先進国と途上国に対し，形

式的に同じルールを適用することから生じる差別問題である．AoA 協定

は，先進国に対してはループ・ホールを残す一方，途上国に対しては，実

質的により厳しい自由化，門戸開放を求める．1 つは，輸入割当ての禁止

規定である．それまで，輸入割当て規制は，関税と並び，途上国にとって

国内農業を保護する重要な政策手段をなした．財政収入の 20％～40％ を

関税に依存する脆弱な財政基盤の下では，「緑の箱」を利用した国内農業

助成を行う余裕は途上国にはないからである（Oxfam, 2005, p. 21）．関税

引下げ，および輸入割当ての廃止は，アグリビジネスに対する途上国の貿

易障壁を大きく引き下げる．今一つは，ミニマムアクセスである．先進国

の 5％（6 年目）に対し，途上国は 3.33％（10 年目）のミニマム義務を負

う．しかし，国内産業に占める農業の比重，および農産物の消費規模（人

口）からすれば，途上国の 3.33％ は，先進国の 5％ と比較にならない程

その影響は大きく，またアグリビジネスにとっての市場拡大メリットは大

きい．

　AoA 協定は，その前文において「開発途上加盟国の特別のニーズ及び

状況を十分考慮する」ことを謳う．しかし，協定の実質的中味は，途上国

に対し，より厳しい自由化を迫るものである．ウルグアイ・ラウンド以降

においても，この WTO の基本方針に変化はない．途上国にとって重要

な品目については関税を免除する「特別産品」（special products），輸入

急増時に反動される特別セーフガード措置（special safeguard measure）

を新たに認めるべきだ，という途上国の要請は，たなざらしにされる一方，

ドーハ・ラウンドにおいて，WTO は，高い上限関税品目程，引き下げ幅

を大きくする，いわゆるスイス方式による関税引き下げを提案する．これ

は，上限関税 50％～130％ の品目を多く抱える途上国に対し，より厳しい

自由化を求めるものである（Lilliston, 2005, p. 15）（3）．

　WTO 農業協定に続き，アグリビジネスのグローバル展開を支える制度

措置の第 2 は，「衛生植物検疫措置に関する協定」（SPS）である．この
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SPS 協定の目的も AoA 協定と同様，「衛生および植物検疫上の規則と障

壁が農業貿易に及ぼす恐れのある悪影響を最小にする」（1986 年プンタ・

デル・エステ宣言），つまり農業貿易の自由化にある．SPS 協定は，衛

生・安全性を理由に輸入規制を実施する際，各国に「国際規格」（SPS 第

3 条），「科学的根拠」（第 5 条），これら 2 条件の順守を義務付ける．つま

り，各国は「国際規格」，「科学的根拠」に基づくことなく，衛生・安全性

問題を理由に輸入規制を実施することはできない．アグリビジネスは，こ

れらの条件を貿易自由化の制度的担保として，各国の輸入規制に対し，風

穴を空けることが可能となる．

　近年，遺伝子組み換え作物に積極的に投資するモンサント等生命科学ビ

ジネスによる国境を超えた販路拡大に対し，SPS 協定は，制度面からその

バック・アップ機能を果す．その典型事例が「EC―バイテク製品

（GMO）事件」である．1999 年 6 月以降，EC（European Community）

は，「予防原則」に従い遺伝子組み換え作物（GMO）の新規承認を見合わ

せ，また EC 6 ヶ国は，自らのリスク判断に従い，9 件（遺伝子組み換え

トウモロコシ，なたね）に対しセーフガード（流通または輸入の禁止）を

発動した（4）．これに対し，アメリカ，カナダ，アルゼンチンの 3 ヶ国が

WTO 紛争解決機関（DSB）に申立てを行った．これがその「事件」であ

る（農林水産政策研究所，1997 年 ;  藤岡典夫，1997 年 a, b）．

　DSB のパネルにおける審議は，2003 年 8 月以降 3 年半に及び，2006 年

9 月にパネルの最終判断が示された（採決は 11 月）．パネル判断において

注目されるのは，（1）遺伝子組み換え作物の輸入禁止を認めた「バイオセ

ーフティ議定書」（1999 年，アメリカ，カナダ，アルゼンチンを除く世界

140 ヶ国が署名）に WTO 協定は拘束されない，（2）「予防原則」は未だ

国際法上の地位を得るものではない，（3）「進化しつつある科学」，「科学

的不確実性及び複雑性」，あるいは「入手可能な科学的情報及びデータが

限られている」ことを根拠に GMO 輸入・流通の承認手続きを回避，遅延

させることは認められない，以上 3 点の決定，ルール判断である．この



134　　人文・自然研究　第 2 号

DSB 判断は，遺伝子組み換え作物であること，あるいは現時点での科学

的判断に基づかず，単に将来的リスク，その可能性を理由に輸入・流通禁

止措置をとることは，グローバル・ルール違反であるとするものである．

これにより，アグリビジネスは，将来的リスクに対する責任を負うことな

く，グローバルに GMO 市場を拡大することが可能となる．これも，モン

サントがその元顧問弁護士 R・イェルクサ（R. Yerxa）を介して，SPS 協

定の作成に影響力を行使した成果といえる．イェルクサは，カーギルのア

ムスタッツに代わり，1989 年から 1993 年にかけてアメリカ通商代表部

GATT 交渉大使を努め，1998 年にモンサントに天下る（Murphy, 2006, 

p. 30）．

　第 3 に，WTO 協定は，アグリビジネスの権益および支配権の保護を強

化し，その制度化を実現する．それが「知的所有権の貿易関連の側面に関

する協定（TRIP）」である．TRIP が対象とする知的財産は，著作権，商

標，地理的表示，意匠，特許，開示されていない情報，そして集積回路の

回路配置の 7 つである．このうち，アグリビジネス，またフード・セキュ

リティーに大きく関わるのが特許である．

　TRIP は，第 27 条において，第 1 に微生物以外の動物・植物，および

本質的に生物学的方法（品種改良）を特許の対象外とする（5）．その一方で，

第 2 に特許の対象となる新発明を「方法」のみならず「物」にまで拡大し，

その上で「微生物」，および「非生物学的方法」，「徴生物学的方法」を特

許の対象とする．つまりバイオビジネスに関わる生命体（微生物，GMO），

および遺伝子組み換え技術を特許の対象とする．

　バイオ企業は，新たな特性を持つ遺伝子，あるいはそれを持つ植物，動

物を入手しなければならないが，そうした素材の多くは，熱帯雨林，ある

いは現地の農民が栽培（飼育）する作物（家畜）に求められる．バイオ企

業は，バイテク製品の開発・生産に際し，こうした生物学的プロセスを経

て，あるいは生物学的方法（品種改良）によって生みだされた動植物の遺

伝子を自由に利用する必要がある．これを可能にするのが，TRIP 第 27
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条の上記第 1 の規定であり，現地住民の伝統的生産・生活知識に対する特

許権の否定である．

　そ の 上 で，TRIP 28 条 は，ア グ リ ビ ジ ネ ス が「生 物 資 源 の 略 奪

（biopiracy）」によって得た遺伝子を基にバイオ技術を用いて開発した製

品特許の財産権を強固に守る．つまり，第 28 条は，許可なくして，製造，

使用，販売，もしくは販売を目的とする輸入を禁ずる．モンサント，デュ

ポンは，医薬品メーカーのファイザー，IBM 等とともに「アメリカ知的

財産委員会（USIPC）」のメンバーとして，TRIP 協定の原案作成に参加

し，自らのビジネス権益に対する強固な保護制度を確立したのである．

　なお，この TRIP 協定が農業者をアグリビジネスとは全く逆の立場に置

くことは明らかであろう．農業生産者にとっては，TRIP 協定により，経

営の自立性を失う可能性が生まれる．農業者は，川上部門，川下部門をア

グリビジネスに握られ，すでに経営の自立性を著しく損う．種子は，農業

インプットの要
かなめ

をなし，種子が GM 種子によって占められることになれ

ば，農業生産者は，種子という自立性の砦を失うことになるからである

（Barboza, 2004 ;  Leahy, 2005 ;  UNCTAD, 2006, p. 19, p. 37）．

　アグリビジネスによるフード・システム管理のグローバル展開に対する

第 4 の制度的サポートが，「サービスの貿易に関する一般協定（GATS）」

である．GATS は，サービス貿易を新たに自由化に向けた多角的貿易交

渉の対象に組み入れ，自由化に向けたプロセスを定めたものである．ここ

で，アグリビジネスに直接関わるのは，物流，流通サービスである．すで

に，指摘したように，グローバル大手食品スーパーは，小売市場の独占的

支配を根拠にサプライ・チェーンを国の内外，あるいは国をまたぐ形で展

開し，農業生産から小売に至る中央集権的管理網をグローバルに築く．

GATS によるサービス資本の海外進出の自由化が，こうした大手食品ス

ーパーによるサプライ・チェーンのグローバル展開の条件となることはい

うまでもない．

　なお，GATS 協定は，流通サービスに限らず，金融サービス，さらに
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は水道，エネルギー等インフラ・サービスも自由化の対象とする．これら

サービス資本は，農業を主要なビジネス対象とするものではない．しかし，

農業経営サイドから見れば，これらのサービスは今日の農業経営にとって

不可欠の生産条件である．例えば，農業金融の多くは，中小企業金融と同

様，地域金融に大きく依存する．多国籍銀行の進出に伴い地域金融市場の

統合化・集中が進めば，農業生産者は，金融サービスについても，農業機

械その他の投入生産財同様，独占資本による価格支配の影響を受けること

になる．また，実際に，スエズ等インフラ・サービス大手は，フィリピン，

ボリビア等の途上国に進出し，水道料金の大幅な値上げを行い，社会問題

を引き起してきた（Wallack and Woodall, 2004, p. 125）．インフラビジネ

スが灌漑分野に進出することになれば，灌漑用水もまた独占資本による価

格支配の下に置かれることになる（Lillion, 2005, pp. 35-43）．

　アグリビジネスは，一方で，水平的，垂直的市場統合，さらには独占資

本間の協調としてのクラスター形成により，独占的市場構造を形成し，市

場支配力を実現する．他方で，アグリビジネスは，自ら参画することによ

って，その市場に対応した制度，グローバル・ルールを設定する．WTO

協定，あるいは NAFTA 等の地域協定がそうした制度をなす．アグリビ

ジネスは，独占的市場構造をその権力基盤とし，WTO ルールをテコとし

てフード・システムの中央集権的管理を実現し，そのグローバル化を進め

る．

第 2 節　農業経営の破綻と大規模化・工業化

　シェア集中，およびグローバル・ルール支配に基づき，中央集権的フー

ド・システムをグローバルに拡大するアグリビジネスは，農業の再生産構

造を大きく変える．アグリビジネスは，中小規模経営を破綻に追い込み，

農業経営の大規模化，工業化を不可避とする．これは，経営・担い手の再

生産，および農業の持続性の否定，つまりフード・セキュリティーの否定
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である．農業の大規模化，工業化がなぜ農業の持続性の否定に至るのか，

この論証は次節で行われる．本節では，アグリビジネスによるフード・シ

ステム支配が，なぜ中小規模経営の破綻を招き，農業経営の大規模化，工

業化をもたらすのか，そのメカニズムを明らかにする．

　アグリビジネスの市場支配力は，農業生産者，あるいは消費者に対する

アグリビジネスの競争優位をもたらす．図 1 は，アメリカと同様，川上，

川下部門における市場集中が進むカナダについて，小麦とパン，トウモロ

コシとコーン・フレーク，豚と豚肉，大麦とビール，それぞれ農家売り渡

し価格と小売価格の推移を 1976 年代後半から 2002 年にかけて追ったもの

である．それによると，小麦，トウモロコシ，豚，大麦の農家売り渡し価

格が低迷する一方，パン，コーン・フレーク，豚肉，ビールの価格が 2 倍

～5 倍に上昇する．こうした価格の乖離はアメリカにおいても確認される

（Murphy, 2002, p. 14 ;  Cook, 2004, p. 128）．競争市場であれば，こうした

価格の推移は，農業における生産性の停滞，および加工・流通部門におけ

る生産性の低下として解釈されよう．

　しかし，実態はそれと大きく異なる．農家売り渡し価格と小売価格との

間の格差拡大は，農業部門から加工・小売部門への農産物付加価値のシフ

ト，分配の歪みを伴う．カナダでも，アメリカでも，商業農家でさえ，他

の分野での賃金収入によって農業経営を補う状況下に置かれ，自己労働分

を勘案すれば，純収入ゼロでの経営を続ける（Qualman, 2001, p. 19 ;  Mur­

phy, 2002, p. 39）．その一方で，食品企業大手のケロッグ，クォーカー・

オーツ，あるいはフィリップ・モリスは，1998 年にそれぞれ 56％，165％，

そして 33％ の自己資本利益率を実現する．また同じ 1998 年小売大手ジョ

ージ・ウェストン社，穀物取引・加工大手コナグラは，それぞれ 37.3％，

22％ の自己資本利益率を実現する（Qualman, 2001, p. 19, p. 22）．アメリ

カでも，1990 年代，農業経営の自己資本利益率が 2.38％ であるのに対し，

食品小売大手 18％，食品企業 17.2％，農業銀行 10.8％ と桁違いの利益率

格差を示す（6）．



図 1　農家売り渡し価格と小売価格（名目）

138　　人文・自然研究　第 2 号



図 2　スーパーの市場集中度と納入業者への支払い価格
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　さらに，図 2 は，アグリビジネス，具体的には大手食品スーパーの側か

ら，農業経営に対する価格支配力を見たものである．図 2 の横軸は，食品

スーパー市場に占める各食品スーパーのシェアを示し，縦軸は，スーパー

の買い入れ価格の平均値を 100 として，各シェア集中度のスーパーが，そ

こからどれだけ高い，あるいは安い単価で商品を買い入れているかを示す．

図 2 によれば，高い市場シェアを実現する食品スーパー程，農家，あるい

は食品加工業者への支払い単価を低く押さえることがわかる（7）．最大のシ

ェアを持つテスコは，総じて 4％ 低い単価での納入を実現する（Vorley, 

2003, p. 25）．

　以上の図 1，図 2 は，川下部門のアグリビジネスと農家経営の関係を見

たものであるが，川上部門のアグリビジネスと農家経営についても同じこ

とが当てはまる．農業インプットに対するアグリビジネスの価格支配であ

る．図 3 は，カナダの農業部門について，そこでの粗収入と純収入の推移

を 1947 年から 2002 年まで追ったものである．戦後の農業の機械化と化学

化，つまり工業化の過程で，大規模化・効率化により粗収入が増加するに

もかかわらず，純収入は低下することがわかる．農業部門の純収入は実質



図 3　農家の粗収入，純収入，および採用技術（1947-2002 年）
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で 3 分の 1 に減少する（National Farmers Union Canada, 2003, p. 12）．

アグリビジネスが市場集中度を高める 1990 年代，粗収入と純収入のギャ

ップが一段と拡大する．

　この粗収入の傾向的増加と純収入の傾向的低下による両収入間のギャッ

プ拡大の背後には，すでに指摘した農家売り渡し価格の低迷，また規模拡

大・工業化に伴う投入インプット量の増大に加え，アグリビジネスによる

農業インプット価格支配の問題が存在する．川上部門を握るアグリビジネ



図 4　小麦，および肥料価格の推移（カナダ，1990-2003 年）
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スは，農家の経営状況に応じて価格を管理し，経営状況の改善による余剰

発生を価格吊り上げによって吸収してきたのである（Ibid., p. 12）．図 4 は

その事実を端的に示す．図 4 は，小麦価格と窒素肥料価格の推移を 1990

年代について見たものである．それによると，小麦価格の上昇分は肥料価

格の上昇によって即座に埋められ，さらに肥料価格は小麦価格をも上回っ

て引き上げられ，農家経営を圧迫することがわかる（8）．

　農業経営は，川上，川下両サイドからアグリビジネスによる価格支配を

受け，中小規模農家は経営破綻を迫られる．アグリビジネスは，その利潤

増加を計るため，農業投入財価格を吊り上げ，また他方で農産物価格を抑

制，引き下げ，かくして絶えず農業経営を圧迫し，コスト削減，効率性の

引き上げを絶えず迫まる．この効率性引き上げ圧力の下で，中小規模経営

は退出を余儀無くされ，経営規模の拡大，工業化が進む（Murphy, 1999, 

p. 21）．

　この経営効率化圧力による規模拡大，工業化のプロセスは，畜産，酪農

においても同様である．一方の飼料，抗生物質・医薬品，他方の加工，製
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品化，流通・小売，これら畜産，酪農を囲む川上，川下部門はアグリビジ

ネスが支配し，畜産，酪農を中央集権的管理下に置く．また，近年食品大

手が酪農経営に参入する．アグリビジネスによる効率化圧力，およびアグ

リビジネスとの競争圧力の下で中小規模経営は退出を迫られ，農業者は，

集中飼育管理方式による資本集約的畜産，酪農経営に生き残りを賭けるこ

とになる（Hendrickson et al., 2001, p. 8 ;  Vorley, 2003, p. 58, p. 66）．

　歴史的に見れば，農業経営の大規模は，ヨーロッパ，新大陸アメリカで

は過去 1 世紀遡る．その経営規模の拡大は，モノカルチャー栽培により土

壌の肥沃度を急速に奪う．それを補うべく，最初はグアノ等の化石肥料，

戦後は軍事技術，化学技術の応用から生まれた化学肥料，加えて農薬の使

用が開始される（Bray, 1994，フリードマン，2006）．アグリビジネスは，

シェア集中を高めるにつれ，徐々に農業を自己管理下に組み込み，大規模

化，工業化のイニシアティブを握るに至る．この時点において，農業の大

規模化，工業化は，新たな歴史的段階に入る．そこでのキー・ワードは，

アグリビジネスとグローバル競争である．

　アグリビジネスは，農産物市場をグローバル化し，他方，その下でグロ

ーバル競争を利用しつつ，農業の大規模化，工業化のイニシアティブを発

揮する．WTO 協定が，アグリビジネスのグローバルな市場拡大を制度と

して保障，実現するものであることはすでに見たところである．その

WTO 協定は，農産物市場をフラット化し，農産物の価格競争を国際化す

る．今や，農産物価格の比較，競争は，地域市場，国内市場を超えて，国

際化する．この点では，今日の自動車産業におけるグローバル競争の展開

と変るところはない．農産物も国際競争にさらされることになる．

　しかし，この競争の持つ意味は，アグリビジネスと生産者とでは大きく

異なる．市場のグローバル化，競争のグローバル化は，農業生産者に対す

るアグリビジネスの競争ポジションに有利に作用し，フード・システムの

中央集権化をより強固なものとする．アグリビジネスは，国内市場の枠を

超え，グローバル・スケールで農業生産者を相互に競わせることが可能と
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なるからである．逆に，農業者は，アグリビジネスによって作られたグロ

ーバル競争圧力により，さらなるコスト・ダウン，効率化を迫られること

になる．1994 年 NAFTA 成立後のアメリカ，カナダ，メキシコの生産者

が置かれた状況に，競争のグローバル化が生産者に及ぼす影響の一端を見

ることができる．自由貿易協定を契機に，アグリビジネスは，輸出補助金

を利用してアメリカ農産物をメキシコにダンピング輸出を行う．その同じ

アグリビジネスが，メキシコからアメリカ，カナダへ農産物を安値で輸出

する．こうして 3 国の生産者は相互に race to the bottom を強いられる

（Public Citizen, 2001）．すなわち，生き残りをかけた大規模化，工業化に

よる効率化競争を強いられる（Sacks and Santarius, 2007, p. 41）．

　大規模化，工業化に向けたアグリビジネスのイニシアティブの発揮は

EU，アメリカ，あるいはカナダに限定されるわけではない．農産物市場

のフラット化に伴い，アグリビジネスは，それまで規模拡大，工業化とは

無縁であった途上国の伝統的農業をも効率化競争に組み入れ，工業型農業

への転換を迫る．1 つは，途上国の自給的農業から輸出用換金作物栽培へ

の転換である．アグリビジネスは，直接投資，あるいは契約取引により，

途上国を輸出基地として自らのフード・システムに組み入れ，その下で効

率化を迫る．一例が，イギリスの大手スーパーとアフリカ諸国の間で成立

するサプライ・チェーンである．ここでは，スーパーの設定する仕入れ価

格からの逆算によって途上国農産物の売り渡し価格が決まる．スーパーは，

さらに自らの品質規格を設定する．結果は，伝統的農業の消滅であり，農

業経営の大規模化，工業化である．

　また，アグリビジネスは，途上国市場の開拓を目的として途上国に進出

し，農業の「近代化」を迫る．一例が，大手食品スーパーによる途上国市

場への直接進出である．大手スーパーは，進出した途上国においても市場

集中により競争優位を実現し，納入業者に対して販路を保障する一方，自

らの品質規格，納期，そして単価引下げを要求する．中小規模農家は資金

不足のため，こうしたスーパーの要請に応対できず販路を失う．大規模経
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営，工業化農業によってスーパーの要請に応じられる農業のみが生き残り

を保障される（ActionAid International, 2005, p. 32, p. 34）．

　なお，途上国における伝統的農業から工業型農業への転換に際しては，

世界銀行，IMF，あるいは先進国政府の果す役割を無視することはできな

い．途上国の多くが，累積債務により自らの政策決定権を奪われ，「構造

調整政策」の下，農業分野についても規制緩和，民営化，財政的支援の縮

小を強いられ，輸出向け換金作物栽培への転換を求められてきた．世銀に

よる農村援助プロジェクトは，こうした伝統的農業の近代化＝工業化を支

援するものである（Magdof et al., 2000, Ch. 7, Ch. 8）．また，これまで

EU，アメリカによる，補助金付きでの途上国輸出は，途上国の伝統的農

業に対し大きなダメージを与えてきた．アグリビジネスは，そうした途上

国農業のダメージをビジネス・チャンスとして，途上国の農業を自らのフ

ード・システムに取り込み，工業型農業への転換をリードしてきたのであ

る．

　さらに，WTO 協定による市場のフラット化，競争のグローバル化は，

アグリビジネスによるフード・システム管理を強めるに留まらない．各国

政府は，WTO ルールとの整合性を取るべく，またグローバル競争の現実

に迫られ，効率化を柱とする農業政策への政策転換を計る．農業経営の大

規模化，工業化に対する政策的サポート，その促進である．

　EU は，WTO 農業協定の成立を睨み，1992 年に共通農業政策（CAP）

の大幅な改革を行う．それまで EU は，海外の安い農産物に対し輸入課徴

金をかけ，他方国内農産物に対しては，介入価格による買上げを行い，そ

の介入価格での買い入れによって生じた余剰分は，海外価格との差額を埋

めるべく輸出補助金を付けて輸出に回してきた．1992 年の CAP 改革は，

支持価格を引下げ，また輸出補助を削減する一方，それに代え，休耕を条

件とする直接支払制度（9）を導入する．これは，WTO 農業協定成立に伴う，

補助金削減，関税引下げを睨んでの政策変更である．さらに，ここで注目

すべきは，1992 年 CAP 改革が国内支持価格の引き下げという新たな方向
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を打ち出したことである．政策の合意は，農産物貿易の自由化に備え，生

産者に経営効率化を迫り，グローバル競争力を高めることにある

（Oxfam, 2002, p. 8, p. 11, p. 20）．2002 年の CAP 改革においても，穀物に

ついては支持価格の引き下げを一旦中止する一方，米，酪農製品について

は支持価格の引下げが決定された（Ibid.）．

　支持価格の引下げが効率性の劣る中小規模経営をより困難な状況に追い

込むことは明らかである．その一方，直接支払いは，過去の生産実績を基

準に算定されるため，大規模経営に手厚く配分された．CAP 改革により，

中小規模経営に対する支援は縮小され，財政支援は大規模経営にシフトす

ることになったのである．これは，農業経営全般に対する支援から，農業

経営の大規模化，工業化誘導政策への転換を意味する．

　アメリカもまた，グローバル競争を睨み，農業政策の転換を計る．

WTO 農業協定の成立を受けて決定されたのが 1996 年農業改善・改革法

（FAIR）であった．同法は以下 3 点の特徴を持つ．第 1 は，それまでの

生産調整による供給管理（1933 年法），および農家保有備蓄制度（1977 年

法）の廃止，それに伴う市場による需給調整への移行，第 2 は，最低価格

保障としての目標価格を基準とした不足払制度（1973 年法）の廃止とそ

れに代わる，過去の作物作付および作付面積を算定基準とする農家直接固

定支払制度の導入，第 3 は，輸出振興計画（1985 年法）に加えた，新た

な輸出支援計画の導入である（冬木，1998, p. 24 ;  Mittal and Kawaai, 

2001, p. 3 ;  Murphy, 2002, p. 33）．

　アメリカは，ニューディール期，1933 年法により，穀物保険，価格・

所得支援，生産調整等，農産物に対する手厚い保護政策を導入する．この

ニューディール政策からの転換を計ったのがニクソン政権である．ニクソ

ン政権は，支持価格を引き下げ，需給調整の市場化を進め，その一方で輸

出助成を拡大する（Mittal and Kawaai, 2001, p. 5 ;  Cook, 2004, pp. 81-83, 

Ch. 12）．1996 年法は，このニクソン政権以降の農業政策を踏襲するもの

であった．しかし，その後，1996 年法による生産調整廃止の結果，増産
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によって価格支持政策を欠いたまま農産物価格が大幅に下落する．そのた

め規制緩和政策を一部修正し，「価格変動対応型支払い（counter cyclical 

payments）」（2002 年法）により，目標価格制度を再度導入する．（Lillis­

ton, 2005, p. 22）．しかし，これは大規模化，工業化によって，効率性を高

めるという政策目標の基本を変えるものではない．支持価格は低位に設定

される一方，大規模経営に対しては，農家直接固定支払，輸出助成等，よ

り手厚い補助が与えられることに変りはないからである．

　国家としての食料戦略をもたない日本においても，自由化への対応策と

して，競争力強化を計るべく，1985 年以降農産物の支持価格制度から需

給調整の市場化，規制緩和への政策転換を計る（大野，2004，第 3 章）．そ

の一方で，一定規模以上（個人 4 ha，特定農業法人 20 ha）の農家に限定

した直接所得保障制度（「品目横断的経営安定対策」2006 年）を導入し，

規模拡大への政策誘導を試みる．

　このように，フード・システムを中央集権的管理下に置くアグリビジネ

ス，およびグローバル競争，これら二重の圧力は，各国の農業政策も加わ

り，効率化を至上命題とする農業を生産者に迫る．効率性基準に基づく競

争の下，生産者は中小規模経営者のまま脱落するか，あるいは規模拡大，

工業化によって効率性を高めるか，二者択一を迫られるのである．しかし，

この大規模化，工業化により，生産者は新たな問題を抱えることになる．

農業生産の持続性問題である．

第 3 節　工業型農業の非持続性

　今日のフード・システムは，第 1 にアグリビジネスによる独占的・寡占

的市場支配，第 2 に農産物貿易自由化の制度的担保としての WTO 体制，

およびそれに対応した各国の農業政策，この 2 点をシステムの特徴とする．

こうした市場と制度からなる今日のフード・システムを「農業の WTO

体制」と呼べば，この体制は，効率性を農業存続の絶対的条件とし，農業



WTO 体制とフード・セキュリティー　　147

経営の大規模化，工業化を不可避とする．農業の大規模化，工業化は，自

立した農業生産者に農業からの退出を迫り，農業の伝統的知識とともに担

い手の再生産を困難とする．さらに，「農業の WTO 体制」は，農業の持

続性，つまり農業自体の再生産を脅す．本節の課題は，農業の生産性向上

の名の下，農業の非持続化が進む実態を踏まえ，今日の農業の大規模化，

工業化がなぜ農業の持続性を脅すのか，その理由を明らかにすることであ

る．

　農業は，人間の生存に不可欠な食料供給に関わるという点において，ま

た自然条件を無視しては成り立たないという点で工業とは異なる．農業は，

「自然の営み」を生かし，それを利用することによって成り立つ．この

「自然の営み」は，循環性
4 4 4

と多様性
4 4 4

をその基本的特徴とする．一口に循環

といっても，自然の循環は，互いに連関しつつ，空間的スケールを異にす

る複数の循環から構成される．最も身近な循環が植物・動物と土との間に

形成される循環である．植物を人間・動物（草食動物→肉食動物）が食べ，

人間・動物の排せつ物，死骸，そして枯れた植物を微生物が分解，無機化

し，土壌に返す．この無機物を植物が養分として根から吸収し成長，増殖

する．この植物・動物と土の間に形成される循環は，さらに山と海の間の

循環，そしてさらに水と大気の循環に連なる（大野，2004）．農業は，こ

れらの循環を離れて存在することはできない．

　工業型農業の先進国アメリカにおいても，第 2 次大戦直後まで伝統的

（traditional）農業が維持され，植物・動物と土の循環を生かす農業が行

われていた（Altieri, 1998）．伝統的農業の特徴は，内部資源
4 4 4 4

（internal 

resource）に依拠した生産にある．具体的には，家畜の廃棄物，収穫後に

残された藁などによる有機肥料，病害虫に対する生物的コントロール，そ

して雨水，これら農業の再生産活動内部で形成される資源，与えられた自

然資源を活用した農業である．ここでいう病害虫に対する生物的コントロ

ールとは，輪作，間作，混作などによる対処を指す（Altieri, 1998 ;  Kwa, 

2001）．伝統的農業のもう 1 つの特徴は，化石燃料に依存しないことであ
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る．その理由の 1 つは域内再生産にある．伝統的農業は，労働集約的であ

るため，農村人口が維持され，域内経済循環の形成により農産物の長距離

輸送を必要としない．

　戦後，効率化，その実現のための大規模化が求められるなか，戦時中の

軍事，化学技術の農業への転用が広がり，伝統的農業から大規模・工業型

農業への転換が進む．内部資源に代わる，大型機械，合成化学肥料，農薬，

石油，そして灌漑用水，これら外部インプット
4 4 4 4 4 4 4

依存型農業への転換である．

効率性を高めるため機械化と灌漑用水を利用する大規模化が追求され，ま

た大型機械利用の効率性を実現すべくモノカルチャー栽培が導入される．

しかし，このモノカルチャー栽培は，土壌の疲弊を招き，大量の合成化学

肥料を必要とする．さらに，このモノカルチャー栽培，化学肥料の投与は，

病害虫に対するコントロール力，および作物の抵抗力を弱め，大量の農薬

投与を不可避とする．最後に，化学肥料・農薬生産の原料として，またモ

ノカルチャー・大規模生産に伴う長距離，大量輸送用燃料として，石油が

不可欠となる．しかし，これら外部資源の大量投入は，農業の拠り所であ

る，動植物と土との間のエコロジー循環にダメージを与え，農業の持続性

を脅す（Shiva, 2000 ;  Kinbrell ed., 2002）．

　工業型農業は，第 1 に「土壌環境」を破壊する．土壌には本来様々な生

物が生息し，それらは相互依存の食物連鎖を形成する．土壌中の微生物類

は，藁のセルロース繊維を消化し，他の微生物による食物連鎖を介して，

植物が吸収可能な栄養素として土壌に固定する．昆虫類は，地表の有機物

質を食べ，糞粒を残すことで土壌の肥沃化に貢献する．もぐらなどの小動

物は，土壌の通気性，保水性を助ける．もぐらの餌となるミミズは，土壌

の排水，保水能力を高め，また土壌の空気量を増加させ，さらにその糞は，

カリウム，マグネシウムなどのミネラルを含み，微生物の活動を支える

（Shiva, 2000, Ch. 4 ;  Warshall, 2002）．こうした生物の食物連鎖の存在が，

一方で植物の生成に不可欠となる窒素，ミネラルを供給し，他方土壌の保

水と排水のバランス，空気量といった物理的条件を整え，土壌の肥沃性を
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実現する．

　工業型農業はこの土壌の肥沃性の維持・再生産メカニズムを破壊する．

1 つに，大型機械の導入は，土壌の通気性を悪化させ，また機械化に伴う

大規模なモノカルチャー栽培は，土壌侵食をもたらす．アメリカでは，土

壌侵食の影響は，耕作地の 80％ に及び，平均で 20 年間に 1 インチの割合

で表土を失う．この 1 インチの表土の形成には 300 年から 1,000 年の歳月

を要するといわれる（Badgley, 2002, p. 203）．すでにアメリカでは 1950

年以来，土壌侵食により穀物農地の 3 分の 1 が耕作放棄される（War­

shall, 2002, p. 173）．

　2 つは，灌漑に伴う塩害である．多くの場合，地下水は塩分を含み，ま

た地下水の吸み上げによって塩分を含む地下水が地表近くに引き上げられ

るからである．灌漑を原因とする塩害は，世界的には灌漑農地の 20％，

アメリカでは 23％ に及ぶ（Briscoe, 2002, p. 186 ;  Sachs and Santarius, 

2007, p. 19）．

　3 つは化学肥料による土壌へのダメージである．代表的合成窒素肥料は，

バクテリアによる窒素固定化機能を低下させ，逆に窒素消費機能を高める．

この窒素を消費するバクテリアは，有機物質の分解スピードを高め，その

減少を招く（Jackson, 2002 ; p. 70 ;  Mackenney, 2002, p. 125）．

　最後に農薬は，土壌の肥沃度の形成，維持に不可欠な役割を担う，昆虫

はおろか土壤生物を死滅させる．また，農薬は，植物と土壌の間の水およ

びガス循環を妨げ，土壌環境を劣化させる（Jackson, 2002, p. 70）．

　このように，農業の工業化に伴う大量の外部インプット投入は，一方で

土壌侵食，保水と廃水バランスの乱れ，空気量の減少を招き，土壌生物に

とっての環境条件を悪化させる．また，他方で化学物質の投与により土壌

生物そのものを破壊する．その結果が，肥沃度の劣化を補うためのより大

量の化学物質の投与，さらなる肥沃度の劣化という悪循環である．

　工業型農業は，土壌の肥沃性を破壊するに留まらず，第 2 に農業にとっ

て不可欠な「水資源」の確保をより不確実なものとする．今日，水資源の
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枯渇が危ぶまれる．その最大の原因は工業的利用の増大にある．しかし，

農業もまた商業化，工業化により水資源への依存度を上昇させる．今日，

主要農業地域の河川水利用はすでに限界に達しており，穀物生産大国であ

る中国，インド，アメリカ等，世界の人口の過半数を占める地域で地下水

位が低下する（Brown, 2004, Ch. 6）．工業型農業は，効率性，その担保と

しての大量生産を実現するため，各地域の雨水の制約を灌漑によって乗り

越え，大量の水を消費する．工場管理型養鶏方式でのタマゴ 1 個当りに

180ℓの水を必要とし，1ℓのジュース生産にアメリカでは 1,000ℓの灌漑

用水を使用する．「緑の革命」は，米の収穫量を 3 倍～4 倍に上げるため

に，伝統的米生産に比べ，4 倍～7 倍の水を必要とし，さらにえび養殖に

は米の生産の 50 倍の水資源を必要とする（Bouguerra, 2006, p. 144）．

　さらに，工業型農業は水資源の大量消費に加え，水資源の汚染源となる．

アメリカでは，年 8 億ポンドの農薬が使用され，1998 年に実施された全

国水質調査によれば，河川水のすべてのサンプルで，また地表近くの地下

水から採取された半分以上のサンプルで，残留農薬，あるいはその分解物

を検出する（Briscoe, 2002, p. 187）．また，合成化学肥料による汚染も広

範囲に及ぶ．合成窒素肥料は，18％ が作物によって吸収され，残りは空

気中に放出されるか，河川，地下水に流れ込む．先の 1998 年の全国水質

調査によれば，農場近くの井戸水から採取されたサンプルの 20％ は，飲

料水の基準値を上回る窒素を検出する（Ibid., p. 188）．日本においても，

2005 年度環境省が行った 4,122 ヶ所の井戸水検査によれば，その 84％か

ら残留窒素肥料が検出され，4.2％ は環境基準を上回る．また，肥料を多

用する畑作，牧草地において，より高濃度の汚染が確認される（『朝日新

聞』2007 年 9 月 1 日）．合成窒素肥料汚染は，水の富裕化，ガス化による

オゾン層破壊をもたらし，亜硝酸塩の摂取は，ヘモグロビンと結びつき酸

素欠乏症の原因となる．

　工業型農業は，第 3 に，先に言及した土壌生物に限らず，作物，家畜，

さらには野生の植物，動物を含め，種の「多様性」を脅す．動植物の多様
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性は，気候と大気の安定化，水の循環を支え，また有機物の分解と再生，

作物の受粉，病害虫のコントロールにおいて重要な役割を担う（Sachs 

and Santarius, 2007, p. 21）．工業型農業は，この生物の多様性を否定し，

農業の持続性の基礎を破壊する．

　伝統的農業の下，農民はそれぞれの地域の自然に対応した数多くの品種

を作り上げてきた．アンデスの農民は，3,000 種以上のジャガイモを栽培

し，中国の農民はかつて 1 万種の小麦を栽培する．しかし，伝統的農業か

ら工業型農業への移行に伴い，在来品種は激減する．中国の小麦の品種は，

1 万から 1,000 に減少し，またフィリピンでは，かつて数千品種の米が栽

培されていたが，「緑の革命」後の今日，2 種の米が全稲作の 98％ を占め

る（Shiva, 2000）．アメリカにおいては，アメリカ全国種子保存研究所調

査（1983 年）によれば，93％ のレタス品種，96％ のスウィート・コーン

品種，95％ のジャガイモ品種，98％ のアスパラガス品種がすでに消減す

る（Kinbrell ed., 2002, p. 24）．多様性の喪失は，穀物，野菜に限らない．

今日，世界で鳥類の 11％，ほ乳類の 18％，魚類の 5％，植物の 8％ の種

が絶滅に瀕する．工業型農業大国アメリカでは，淡水動物の 69％，淡水

魚の 37％，水生昆虫の 43％，ザリガニの 51％ の種が絶滅の危機にある

（Badgley, 2002, p. 201）．また，受粉に欠かせない蜂の数は，1940 年代の

590 万から 1991 年の 270 万へと半減する（Ingram et al., 2002, p. 192）．コ

ーネル大学の調査によれば，近年アメリカ西海岸で 30％～60％，東海岸

では 70％ 以上，蜂の数が減少する（Barrionuevo, 2007）．

　工業型農業による多様性喪失の第 1 の原因は，農薬の大量使用である．

R. カールソンが『沈黙の春』を出版した 1962 年以降，農薬使用量は 2 倍

に増加する．そのアメリカでは，約 7 億羽の野鳥が農薬の影響を受け，そ

の 10％の 7,000 万羽が毎年命を落し，1977 年から 1984 年にかけて南カル

フォルニアで死滅した魚類の半数は農薬が原因であるといわれる（Kin­

brell ed., 2002, p. 30）．第 2 に，化学肥料もまた土壌，水を汚染し，動植

物の多様性を減少させる．第 3 は，大規模モノカルチャー栽培である．モ
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ノカルチャー栽培は多品種少量生産の否定の上に成り立ち，在来品種の多

様性喪失の最大の原因をなす．さらに，大規模モノカルチャー栽培は，野

生の生態系を分断し（isolated patches），野生生物の繁殖を困難とし，野

生動植物の多様性を減少させる．

　これら多様性に対するリスク要因である，農薬，化学肥料，大規模モノ

カルチャー栽培に，近年新たな多様性リスク要因が加わる．農業の工業化

イニシアティブを握るアグリビジネスによる遺伝子組み換え作物の導入，

商業化である．遺伝子組み換え作物の栽培は，アメリカ，カナダ，アルゼ

ンチンを中心にすでに 1 億 ha（2006 年）に達する．この遺伝子組み換え

作物の導入に伴うリスクは，これまでの多様性リスクとは次元を異にし，

リスクが人間のコントロール範囲を超え，食料生産に対し修復困難なダメ

ージをもたらす可能性を持つ．第 1 は，同一品種による栽培シェアの上昇

である．遺伝子組み換え種子は，モンサントを初めとする少数の巨大アグ

リビジネス資本が独占し，これらアグリビジネスが自社ブランド GM 種

子の市場シェアを拡大すれば，それに伴い必然的に多様性は失われる．

　バイテク製品（GMO）がもたらす多様性リスクの第 2 は，野生種，在

来種への組み換え遺伝子の転移である．この GM 汚染はすでに発生する．

グリーンピースの調査によれば，1997 年以降 2006 年にかけて，GM 汚染

は 107 ケースを数え，そのうち 27 ケースは不法放出による．国別では，

アメリカ 22 例，イギリス 10 例，オーストラリア，カナダ，フランスそれ

ぞれ 9 例，日本 5 例，合計 24 ヶ国に及ぶ．GM 汚染は，花粉の飛来，収

穫後の混合，栽培管理の不備に起因する．また，規定に違反した栽培，未

承認 GM 作物の栽培，ブラックマーケット，誤販売，これら違法行為に

よる汚染も後を絶たない（Kaufman, 2004 ;  Weiss, 2007 ;  Greenpeace, 

2007）．こうした GM 汚染は，在来種の再生産を不可能にする．さらに，

草食生物から肉食生物へという食物連鎖を介して，農業にとって有益な野

鳥，益虫などに対しても有害な影響を及ぼす．モンサントの GM トウモ

ロコシ（Bt-Corn）の花粉がオオカバマダラ（チョウ）を死に至らしめる
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こと（Kinbrell ed., 2002, p. 34），Bt‐コーンで育った幼虫がそれを餌とす

るクサカゲロウに有害な影響を及ぼすことがすでに指摘される（Altieri, 

2001, p. 4）．これは，殺虫剤耐性植物が食物連鎖を介して肉食生物に有害

な影響を及ぼすことの一例である．

　多様性に対する GMO リスクの第 3 は，除草剤耐性穀物，あるいは殺虫

剤耐性穀物が，それぞれ農薬に耐性を持つスーパー雑草，スーパー昆虫を

生み出すことであり，すでに前者のスーパー雑草については発生事例が報

告されている（Ibid., p. 2, p. 3）．モンサントは，自社の特許ブランド農薬

ラウンド・アップに対する耐性を示す GM 大豆（ラウンド・アップ・レ

ディ）を販売する．そのラウンド・アップに対し抵抗力を持つスーパー雑

草がアメリカ，アルゼンチン，ブラジル，およびオーストラリアで発見さ

れている（Greenpeace, 2005, p. 11 ;  Joensen et al., 2005, p. 18）．スーパー

雑草の発生については，除草剤耐性遺伝子が花粉を介して雑草に転移する

可能性，あるいは安易な農薬使用が雑草に突然変更をもたらす可能性が考

えられる．スーパー雑草のコントロールには，従来の伝統的な生物学的コ

ントロールも効かず，新たな農薬を開発する以外抑制困難となり，GM 作

物ばかりか，在来種にとっても脅威となる．スーパー害虫についても，す

でに 500 種以上の害虫が従来の農薬に対する耐性を持つことを考えれば，

Bt（殺虫毒素）に耐性を示すスーパー害虫が生まれる可能性は否定でき

ない（Altieri, 2001, p. 3）．

　生物多様性に対する GMO リスクの第 4 は，土壌生物に対する影響であ

る．殺虫農薬，Bt-コーンの分泌物に含まれる毒素は，長期間土壌に残存

する（Ibid., p. 4）．つまり，土壌を生息地とする昆虫，微生物，あるいは

みみず等無脊椎動物は長期にわたりこうした毒性物質にさらされる．除草

剤耐性作物，殺虫剤耐性作物，これら GMO が，その作り出す毒性により

土壌の生物相に有害な影響を及ぼすことになれば，植物と土壌の間のエコ

ロジー循環は破壊される（Mendelson, 2002, p. 158）．

　このように，短期的効率性実現のために，大量の外部インプット投入に
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依存せざるをえない工業型農業は，土壌環境を破壊し，生物の多様性を奪

い，水資源の枯渇と汚染を招く．工業型農業は，農業が拠り所とする自然

を損ない，動植物と土との間のエコロジー循環を破壊し，農業の持続性を

自ら否定するのである．

　最後に指摘すれば，工業型農業は食の安全性を必ずしも保障しない．む

しろ安全性リスクを高める．アメリカでは，1970 年から 1999 年の約 30

年の間で，食品に関連した健康被害は 10 倍に増加する．毎年 7,500 万人

のアメリカ人が健康被害を受け，そのうち 32.5 万人が病院に収容され，

5,000 人が死亡する（1999 年アメリカ疾病管理センター調査）（10）．

　サルモネラ菌，O-157 による健康被害は，この 20 年で 10 倍以上に増

加する（Kinbrell ed., 2002, p. 12）．これら細菌感染問題は，抗生物質，

様々なホルモン剤漬けの下，大量の家畜を集中的に飼育する工場型畜産方

式にその温床がある（Cook, 2004, p. 54 ;  Shin, 2006）．ミネソタ州の複数の

スーパーで販売されていた鶏肉を公衆衛生担当官が調査（1997 年）した

ところ，79％ にバクテリア感染が確認され，そのうち 20％ は抗生物質耐

性を示す．また，七面鳥の 58％ にバクテリア感染が確認され，そのうち

の 84％が抗生物質耐性を示す（Cook, 2004, p. 68）．さらに，その 4 年後

に行われた調査では，豚肉，鶏肉，牛肉を含め，食肉の 80％ が抗生物質

耐性を持つバクテリア（11）に感染する事実が判明，事態の悪化が懸念され

る（Ibid.）．近年，こうしたバクテリア感染，O-157 汚染への対応として，

放射線による消毒が提唱され，アメリカでは一部の地域ですでに導入され

る．この放射線消毒は，胸部 X 線の数百万倍もの放射線を食品に浴びさ

せるものであり，これによって食品の分子構造，ビタミン，ミネラルが破

壊され，新たな化学物質が生み出されることになる（Colby, 2002, p. 163）．

つまり，食品安全性に対する新たなリスクを作り出すにすぎない．

　工業型農業によってもたらされる食品の安全性問題は，これら中毒等の

急性な健康被害に限らない．有害物質の蓄積とそのことによる長期にわた

る健康被害が広がる．アメリカ食品・医薬品管理局（1999 年）によれば，
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国内で収穫された食料の 40％ から残留農薬が検出された（Cook, 2004, 

p. 48）．こうした食料の農薬汚染，および食物連鎖による有害物質の濃縮

化とその摂取により，有害物質の人体蓄積が進む．アメリカでは，

1976 年時点で女性の母乳の 25％ が食品衛生基準を上回る程汚染された状

況にあることが報告されている（Ibid., p. 69）．単位面積当りの農薬使用量

がアメリカの倍に達する日本では，塩素系殺虫剤の人体脂肪残留量がアメ

リカの 1.3～2 倍の値を示す（大野，2004, p. 119, p. 122）．

　こうした食品問題に加え，近年新たな食品安全リスクが広がる．遺伝子

組み換え食品（GM フード）である．アメリカでは，すでに加工食品の

60％ が遺伝子組み換え成分を含む（Kinbrell ed., 2002, p. 25）．アグリビジ

ネスは，さかんに GM フードの安全性を宣伝する．しかし，その一方，

殺虫遺伝子を組み込んだ GM ジャガイモを食べたラットに内臓成長障害，

免疫力低下，胃の内辟損傷が現われた事例，あるいはブラジル・ナッツの

遺伝子を組み込んだ大豆がブラジル・ナッツ同様のアレルギー反応を引き

起す事例がすでに報告されている（Shiva, 2000, Ch. 6 ;  Mendelson, 2002, 

p. 153 ;  大野，2004, p. 141）．これらのメカニズムの解明はなお今後の課題

であるが，これらの事例は，GM フードが安全であるか否か，さらなる慎

重な検討が必要であることを示す．そもそも遺伝子組み換えは，利用を目

的とする遺伝子のみを移し換えるのではなく，組み換えプロセスにおいて

目的遺伝子以外の遺伝子と合わせて目的遺伝子を細胞内に送り込む

（Shiva, 2000, Ch. 6 ;  Wilson et al., 2004）．こうした新しい DNA の投入に

より，これまで存在しなかった全く新たなタンパク質が作られることにな

る．このことの安全性確認も未だ行われていない（Mendelson, 2002, 

p. 153）．

　近年の食品の安全リスクの増加，深刻化は，自然のエコロジー循環を否

定した，外部インプット依存の工業型農業の産物であり，工業型農業の非

持性の現れ，その具体的証明である．
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むすび

　今日の農業の大規模化，工業化，すなわちこの効率性を至上命題とする

農業は，フード・セキュリティーを実現するものではない．大規模化は，

農業の担い手，および農業の伝統的生産知識の喪失を招き，他方工業化は，

農業の基盤であるエコロジー循環を破壊し，農業の持続性を否定するもの

だからである．このフード・セキュリティーに関わるリスクは，今日のフ

ード・システムそのものに起因する．

　今日のフード・システムは，アグリビジネスによる独占的市場支配，お

よびグローバル・ルールとしての「農産物貿易の自由化」をその基本的特

徴とする．この「農業の WTO 体制」の下，アグリビジネスは，グロー

バルなコスト削減競争，弱肉強食の世界に農業を組み込み，大規模化と工

業化を不可避とするのである．

　それゆえ，フード・セキュリティーは，この「農業の WTO 体制」を

否定し，それに代わる新たなフード・システムを構築することによって可

能となる．それが「食料主権（food sovereignty）」である．この概念は，

「農業の WTO 体制」の下で広がるエコロジー破壊，農村における貧困・

飢餓に直面する現地住民，NGO が中心となり，1996 年世界食料サミット

の場において，初めて公表されたものである．WTO 新自由主義体制に対

するアンチテーゼとしての「食料主権」は，以下の 4 点をその基本原則と

する．

　第 1 の原則は，有機農業（organic farming）である．外部インプット

に依存した農業から，各地の住民が歴史的に築き，継承してきた内部イン

プット利用型農業への転換である．この転換によって，土壌の生物相，水

質環境，生物の多様性が守られ，エコロジー循環を損うことなく，持続的

農業とそれに基づく安全な食料供給が回復される．

　第 2 の原則は，有機農業の担い手としての中小規模農業に対する政策支

援である．有機農法は，単位労働当り，あるいは投資単位当りの生産性を
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求める大規模経営と異なり，単位面積当りのトータル生産性の向上を目指

す，労働集約的農法であり，中小規模経営に適したものだからである．さ

らに，この中小規模農業の基盤強化は，農村の経済・社会の維持，強化に

つながる．有機農法，中小規模農業に対する支援策は，財政，金融から地

域食料システムの形成，生産者相互の共同化支援に及ぼう．

　第 3 の原則は，アグリビジネス＝独占資本に対する規制である．アグリ

ビジネスは，一方でフード・システムを中央集権的に管理し，他方でその

政府への影響力を介して農産物貿易の自由化をグローバル・ルールとし，

徹底した効率至上主義を農業に迫る主体
4 4

をなすからである．アグリビジネ

スに対する規制は，有機農業，中小規模経営の存続にとっての条件をなす．

　第 4 の原則は，農業貿易自由化原則の否定であり，各国の食料政策決定

権の保障である．自由化原則は，各国の政策余地（policy space）を奪い，

有機農業，中小規模農業に対する支援政策を否定する．各国の食料安全保

障の実現を第 1 義的課題とすれば，貿易もその政策課題実現のための手段

として位置づけられなければならない．農業貿易自由化原則に代わる農業

貿易限定化原則（marginalization）の導入である．

　アグリビジネスがイニシアティブを握る，その資本利益拡大のための

「農業の WTO 体制」を否定し，それに代わる「食料主権」体制の確立に

よって，各国は自国のフード・セキュリティーを実現することが初めて可

能となる．これが本稿の最終結論である．

註

（１）　イギリスでは，食品・飲料大手 10 社が産出額で 31％ のシェアを占める
（村田，1998, p. 124）．

（２）　ドーハ・ラウンド交渉，2004 年 7 月の WTO は，「黄の箱」について新
たな補助金削減提案を行う．しかし，そこでも EU, アメリカの政策に実
質的影響が及ばない工夫が施されている．つまり，提案では，補助金が過
去多額に支出された期間が削減のスタート・ラインとして設定され，削減
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目標ラインと実際の補助金支出との間に十分な余裕が作り出されている
（Napoletano, 2005, p. 7）．

　（３）　WTO 農業協定は，各国に輸入障壁の撤廃を強く求める一方，食料輸入
国の食料安全保障に対しては何らの制度保障も与えない．AoA 12 条は，
GATT 第 11 条第 2 項（a）をそのまま引継ぎ，輸出国に対して，「食料の
危機的な不足」発生時における「輸出の禁止又は制限」を認める．食料輸
出国に課す義務は，「通報」と「協議」にすぎない．輸入国に対しては

「数量割当て」を禁止する一方で，輸出国に対しては「数量割当て」を認
める．この論点については，山下（2004, p. 99, p. 111, p. 215）参照．

（４）　バイオ企業による EU 委員会に対する政治工作活動については，Holland
（2004）参照．

（５）　TRIP では，生産物学的法（品種改良）は特許の対象外とされたが，企
業は自らが行う品種改良については，UPOV（「植物の新品種の保護に関
する国際条約」）によってその財産権を保護する．1991 年の UPOV 会議
において，品種改良者の所有権保護の強化が合意された．その 1 つとして，
認定品種の無許可での栽培，貯蔵が禁止された（UPOV 1991，第 14 条）．
これを受け EU は，認定品種の商業的利用に対し，自己栽培によるもので
あっても，毎年ロイヤリティーを支払うことを農家に義務付けた（Käs­
tler, 2005）．

（６）　1999 年アメリカ上院，農業委員会における公聴会（農業における集中に
ついて）での Auburn 大学教授，C. Robert Taylor の証言．（http://www.
electoricarrow.com/CARP/tiller/index.html）

（７）　イギリス，ケント州の農家，J. Dickson は，5 万本の果樹木を所有し，
大手スーパーにりんごを出荷する．スーパーの買い入れ価格は，1 kg 当
りの採算価格 32 ペンスを大幅に下回る 20～21 ペンスである．スーパーは
そのりんごを 40 ペンスで販売する．Dickson は，週 70 時間働くにもかか
わ ら ず，年 収 は 18,000 ポ ン ド（約 400 万 円）に す ぎ な い（Lawrence, 
2004）．

（８）　アグリビジネスは，自ら労働者を雇用することによって，あるいは取引
関係を持つ農業者，消費者に対し価格支配力を行使することによって利潤
の増大を追求する．アグリビジネスによる農業労働者に対する直接的，あ
るいは間接的搾取については，Human Rights Watch（2004）, Cook

（2004, Ch. 11），小売価格の吊り上げについては，Ragaber（2007）を参照．
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（９）　対象は，小麦，大麦，トウモロコシ，大豆，牛肉，生乳（2005 年から）
等．

（10）　アメリカでは，農薬使用に関する規制は 1985 年法，1990 年法により強
化される．しかし，その一方，食品の安全性検査・管理体制は規制緩和の
一途を辿る．アグリビジネスと政府との癒着がその背景にある．この点に
ついては，Colby（2002, p. 163）, Muttera（2004）, Cook（2004, pp. 59-63）
を参照．

（11）　抗菌剤に耐性を示す新たな細菌は，食品製品に留まらず野生動物にも拡
散する（『朝日新聞』2007 年 9 月 3 日）．このことは，野生生物の体内で，
より強力な耐性菌が発生するリスクが高まることを示す．

　　　（本稿の執筆に際し「EC―バイテク産品事件」について，農林水産政策研
究所の藤岡典夫氏に，またバイオテクノロジーについて，同僚の筒井泉雄
教授に教えを頂いた．記して感謝の意を表したい．）
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